
令和６年７⽉24⽇

新潟県地すべり防⽌⼯事⼠会
上越⽀部 研修会

新潟県⼟⽊部砂防課

「令和６年度 新潟県の砂防⾏政について」
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１ 土砂災害の発生状況
２ 砂防関係施設の整備方針
３ 砂防関係事業費の推移・整備率
４ 砂防関係事業の予算
５ 令和６年の災害関連緊急地すべり対策事業
６ 地すべり対策事業におけるＤＸの取組
７ その他情報提供

説 明 内 容
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１ ⼟砂災害の発⽣状況 (1/3)
国土交通省HPより
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１ ⼟砂災害の発⽣状況 (2/3)
国土交通省HPより
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１ ⼟砂災害の発⽣状況 (3/3)
・新潟県では、毎年多くの土砂災害が発生している
・令和５年は、10月の前線通過に伴う土砂災害が突出して多い

新潟県全国第６位

土石流 93件
地すべり 350件
がけ崩れ 187件

過去10年間平均：

63件/年
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１ ⼟砂災害の発⽣状況 (施設効果)
西尾野川砂防堰堤（糸魚川市）

平成27年完成

10,000m3の土砂、石礫を捕捉

令和元年東日本台風（台風１９号）

砂防堰堤等が無けれ
ば甚大な被害が及んで
いたが、土石流等を捕
捉し、人的・物的被害
を未然に防止！

令和４年８月
新潟北部豪雨
で待受擁壁が
崩落土砂を捕
捉

急傾：湯蔵地区
（関川村）



命と暮らしを守る

ソフト対策
『警戒避難』

ハード対策
『施設整備』

ソフト対策
『土地利用規制』

『土砂災害防止法』に基づく
・土砂災害警戒区域指定
・土砂災害ハザードマップ作成
・緊急調査
・情報システム整備
・雨量等の観測体制の整備
・大規模崩壊の検知
・土砂災害からの避難に資する
情報の発表 等

・砂防事業
（砂防堰堤、渓流保全工 等）

・地すべり防止工事
（地下水排除工、抑止杭 等）

・急傾斜地崩壊防止工事
（法枠工、擁壁工 等）

『土砂災害防止法』に基づく
・土砂災害特別警戒区域指定
・開発行為の制限、建築物の
構造規制

・特別警戒区域からの家屋移
転の促進

『砂防法』等に基づく
・砂防指定地等による

行為の規制

人命保護

人命・財産の保護

防災・減災対策

開発抑制・人命の保護

県民の命と暮らしを守る防災・減災対策の推進

２ 砂防関係施設の整備⽅針 (1/2)
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本県における土砂災害警戒区域約14千箇所のうち、人家５戸以上・人家４戸以下の区域のうち整備中または整備済の区
域における整備率は20～40％代と低い。

計画的かつ効率的に施設整備するため、下記整備方針により命と暮らしを守る砂防関係事業を実施する。

： 平成29年度完了 新潟県土木部社会資本維持管理計画
： 平成30年度完了 令和４年３月改定

①維持管理計画の策定
・砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設
・地すべり防止施設、雪崩対策施設

砂防メンテナンス事業を活用し、計画的に施設の老朽化対策を実施する。

②補修・改築・更新の実施
・砂防メンテナンス事業を活用し、新潟県土木部社会資本維持管理計画に位置付けた目標（令和７年度
までに、健全度C施設のうち、社会的影響度の高い施設（要緊急対策施設）※109施設の対策に着手）の
達成に向け取り組む。

・人家 10 戸以上を保全している施設
・重要な交通網を保全している施設（重要交通網、緊急輸送道路、重要物流道路など）
・常時流水等の影響を受け劣化が著しく進行している（するおそれのある）施設
・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）に存する施設

○ 重要な保全対象がある箇所
・多くの人家や重要な公共施設（基礎的・基幹的インフラ施設）
・自力での避難が困難な要配慮者利用施設
・地域防災計画に示されている避難所

○ 災害フォロー箇所
・近年に土砂災害が発生し、引き続き対策が必要な箇所

○ 災害の危険性が高い箇所
・土砂災害発生の兆候があり、地質・地形・湧水などの状況から
・土砂災害の発生の危険性が高い箇所

２ 砂防関係施設の整備⽅針 (2/2)

※社会的影響度の高い施設（要緊急対策施設）
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３ 砂防関係事業費の推移・整備率
砂防関係事業費の推移

土砂災害警戒区域等の整備率（令和５年度末時点）

雪崩危険箇所
土砂災害警戒区域
（急傾斜地の崩壊）

土砂災害警戒区域
（地滑り）

土砂災害警戒区域
（土石流）

7.1%23.9%42.2%26.1%
新潟県の整備率

(R5年度末)

保全人家５戸以上

治山・農地所管分除く

備考 集計対象は、土砂災害警戒区域のうち
・人家５戸以上の区域
・人家４戸以下の区域のうち、整備中または整備済みの区域

近年はH10ピーク時の２～３割で推移
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令和４年３月22日
新潟県土木部砂防課４ 砂防関係事業の予算

起債による交付税措置率の高い５か年加速化枠を最大限に活用し必要な事業費を確保
・５か年加速化枠（R2補正～）は、全て補正予算で措置
・R６年度事業費の約６割が補正予算

R4補正 R5当初 計［A］ R5補正 R6当初 計［B］

砂防事業 585 22 607 416 28 444 0.73 11 0

1,629 2,397 4,026 1,766 1,716 3,482 0.86 74 2

地すべり事業 819 52 871 620 27 647 0.74 12 0

1,659 593 2,252 1,800 482 2,282 1.01 74 0

急傾斜地崩壊対策事業 202 22 224 190 12 202 0.90 5 0

817 242 1,059 783 128 911 0.86 19 0

雪崩対策事業 0 0 0 0 0 0 － 0 0

0 280 280 0 250 250 0.89 6 1

ソフト対策事業等 0 0 0 0 0 0 －

0 180 180 0 176 176 0.98

1,606 96 1,702 1,226 67 1,293 0.76

4,105 3,692 7,797 4,349 2,752 7,101 0.91
【合計】

内新規
箇所数

事　　業　　名
R5 R6 対前年比

［B/A］
R6箇所数
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５ 令和６年の災害関連緊急地すべり対策事業 (1/2)

11



５ 令和６年の災害関連緊急地すべり対策事業 (1/2)
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国土交通省HPより



５ 令和６年の災害関連緊急地すべり対策事業 (2/2)
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６ 地すべり対策事業におけるDXの取組 (1/3)

広田地区地すべり防止区域
（糸魚川市大字北山地内）

発生年月日：
令和５年４月1日

地すべり規模：
長さ860m、幅200m

主な保全対象：
人家、水力発電所

主な対策工法：
集水井工、水路工、
横孔ボーリング工

被災全景写真(令和5年4月4日撮影)
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６ 地すべり対策事業におけるDXの取組（2/3）

地下水賦存量が多く
深層地下水流入があるエリア

すべり面形状の横断方向非対称性
偏りのある地下水賦存状況

→ 地形・地質・地下水状況の３次元化

調査ボーリング
最大間隔100mを目安

高密度電気探査
調査ボーリング地点間情報を補完
比抵抗値から地下水賦存形態推定

計 画 調査 測量 設 計 施 工 維持管理

3次元地質モデル
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６ 地すべり対策事業におけるDXの取組(3/3)

計 画 調査 測量 設 計 施 工 維持管理

3次元モデル

地質解析において推定したすべり面・
地下水位を反映した３次元モデルを
作成

→ 地すべり３次元安定解析
(必要地下水位低下量：3.2m)

地下水賦存量が多い
エリアに

集水井工を配置

【参考】
従来の2次元解析による必要地下水位低下量は4.0m

→ 対策工の効率化
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７ 砂防関係事業に関するその他情報提供

スライム等による閉塞で機能低下した水抜きボーリング孔の維持管理手法として、高圧洗浄
作業が一般的である。しかし、中山間地にあるボーリング孔の洗浄は洗浄機材搬入等に多
大な労力・費用を要するという課題がある。そこで鉄細菌増殖抑制機能があることが知られ
ているマグネシウム金属に着目し、当金属棒をスライムで閉塞した水抜きボーリング孔へ挿
入することで、スライムの減少および排水量の増加を確認した。
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水抜きボーリングの目詰まり防止の取組

【スライム付着防止材】

マグネシウム2重管（外管Φ18・内管φ14×1m）
10本を1列に並べた構成（孔口から約10mの範囲に
設置）

【設置例】

鉄細菌とは、地下水中に生息し、２価の鉄イオ
ン（Ｆｅ2+）を３価の鉄イオン(Ｆｅ3+)に酸化
する時に得られるエネルギーを活動源にしてお
り、スライムを生成すると言われている



７ 砂防関係事業に関するその他情報提供

設置前 18

水抜きボーリングの目詰まり防止の取組

【スライム付着防止材】

７月の設置後、２か月ごとに排水量を
測定。うち4孔（戸沢地区A,B,居谷地区
A,B）に対し、設置前と設置後３か月の
時点の孔内をカメラで観察した。
この結果、排水量の増加及びスライム
の低減が確認された。

設置後３か月



おわりに

ご清聴ありがとうございました
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